
４ 引当外退職給付増加見込額及び損益外減損損失相当額の各セグメント別金額は、下記のとおりです。
（単位：円）

検 査 等 解析及び評価 原子力災害の予
防等 調査、試験等 情報の収集、整

理等
その他原子力の
安全の確保 計 法 人 共 通 合 計

引当外退職給付増加見込額 18¶838¶108 � 7¶216¶792 � 980¶929 � 5¶195¶280 � 42¶601¶910 � 1¶476¶192 � 38¶632¶995 79¶474¶403 40¶841¶408

損益外減損損失相当額 0 0 � 20¶591¶798 0 0 0 � 20¶591¶798 0 � 20¶591¶798

負債の部

Ò 流動負債

運営費交付金債務 5¶399¶511¶711 0 0 5¶399¶511¶711

未払金 4¶831¶022¶403 690¶473¶326 0 5¶521¶495¶729

未払費用 549¶290¶788 42¶101¶775 0 591¶392¶563

短期リース債務 1¶079¶491¶434 3¶897¶381 0 1¶083¶388¶815

法人単位財務諸表と各勘定別財務諸表の関係を明らかにする書類
貸 借 対 照 表
（平成25年３月31日）

（単位：円）

科 目
原子力安全
規制勘定 その他の勘定 調 整 法 人 単 位

資産の部

Ò 流動資産
現金及び預金 11¶302¶742¶346 2¶225¶767¶773 0 13¶528¶510¶119

未収入金 9¶946¶927 446¶610 0 10¶393¶537

未成検査支出金 0 642¶877¶923 0 642¶877¶923

前払費用 65¶542¶201 4¶247¶042 0 69¶789¶243

未収収益 728¶669 283¶933 0 1¶012¶602

流動資産合計 11¶378¶960¶143 2¶873¶623¶281 0 14¶252¶583¶424

Ó 固定資産

１．有形固定資産

建物 251¶560¶173 53¶477¶915 0 305¶038¶088

構築物 141¶290¶127 0 0 141¶290¶127

機械及び装置 109¶763¶639 0 0 109¶763¶639

車両運搬具 2¶516¶727 1¶764¶038 0 4¶280¶765

工具器具備品 3¶054¶061¶089 950¶655¶766 0 4¶004¶716¶855

有形固定資産合計 3¶559¶191¶755 1¶005¶897¶719 0 4¶565¶089¶474

２．無形固定資産

ソフトウエア 2¶065¶245¶039 8¶853¶116 0 2¶074¶098¶155

電話加入権 28 174 0 202

無形固定資産合計 2¶065¶245¶067 8¶853¶290 0 2¶074¶098¶357

３．投資その他の資産

敷金・保証金 548¶883¶418 64¶410¶781 0 613¶294¶199

投資その他の資産合計 548¶883¶418 64¶410¶781 0 613¶294¶199

固定資産合計 6¶173¶320¶240 1¶079¶161¶790 0 7¶252¶482¶030

資産合計 17¶552¶280¶383 3¶952¶785¶071 0 21¶505¶065¶454
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３ セグメントに配賦しなかったもの（法人共通）
\ 人件費 1¶203¶941¶870円（間接部門に係る人件費）
] 一般管理費（除く人件費） 834¶586¶422円（間接部門に係る人件費以外）
^ 財務費用 3¶264¶771円（支払利息等）
_ 運営費交付金収益 2¶010¶268¶858円（法人共通費用に係る収益化額1¶989¶214¶125円）
` 資産見返負債戻入 52¶578¶938円（法人共通資産に係る戻入額）
a 財務収益 3¶868¶694円（受取利息等）
b 雑益 605¶041円（保険事務代行手数料等）
c 流動資産 13¶609¶705¶501円（現金預金等）
d 固定資産 1¶075¶595¶665円（うち有形固定資産 404¶024¶825円、無形固定資産 58¶276¶641円、投資その他の資産 613¶294¶199円）

各勘定の経理の対象と勘定相互間の関係を明らかにする書類
１．各勘定の経理の対象
{ 原子力安全規制勘定 特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第85条第６項に規定す

る原子力安全規制対策に要する交付金等を財源とするもの（前事業年
度から繰り越された原子力規制委員会設置法（平成24年法律第47号）
第72条による改正前の特別会計に関する法律第87条の電源開発促進勘
定からの電源立地対策に要する交付金等及び電源利用対策に要する交
付金等を財源とするもの並びに平成24年４月から９月までの期間に交
付された同勘定からの電源立地対策に要する交付金等及び電源利用対
策に要する交付金等を財源とするものを含む。）。

| そ の 他 の 勘 定 上記に掲げる勘定以外のもの。
２．勘定相互間の関係
該当するものはありません。
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